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　このような状況の下、贈与及び贈与税、そして、相続及び相続

税に関する検討等を行う際に、本書が少しでも読者諸賢のお役に

立つことを願っております。

　なお、本書の発刊に当たって、税理士 佐々木 あゆみ氏に根拠

条文の確認や校正等に携わって頂きました。ここに、お名前を記

して感謝を申し上げます。

　令和５年11月

　塩野入　文雄

　令和５年度税制改正において、相続税制に係る「資産移転の時

期の選択により中立的な税制の構築」（資産の次世代（若年層）へ

の早期移転の促進）に関する改正が一歩進められました。

　具体的には、相続時精算課税制度に係る基礎控除 110 万円の導

入や暦年課税制度に係る生前贈与財産の相続税の課税価格への加

算期間が相続開始前３年以内から７年以内に延長されるなどの措

置が講じられ、令和６年１月から施行されます。

　本書は、これらの新たな措置が講じられた贈与税の二つの課税

制度とともに、生前贈与財産の相続税の課税価格への加算に関す

る取扱いを中心とした解説を行っています。

　なお、令和５年度税制改正による相続税制（贈与税）の改正は、

資産継承（承継）対策の基本的な枠組みに変更が必要になるよう

な影響を及ぼすものではありません。しかしながら、生前贈与に

関して、その企画・立案及び実行に関する幅が改正前に比べて広

くなったことから、贈与税の二つの課税制度の相違点を踏まえ、

それぞれの事案における個別具体的な状況・事情等に応じ、長期

的かつ綜合的な視点に立った柔軟な見極めを行うことが、従前に

も増して重要になってきています。

　また、相続税の課税方式をはじめとした相続税・贈与税の課税

のあり方は、中期的な検討課題として引き続き検討されることに

なっています。このため、今後とも、相続税制をはじめとした社

会経済情勢の変化に応じて講じられる様々な制度変更などの動向

を注視していくことが肝要です。

はしがき
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　令和５年度税制改正により「資産
移転の時期の選択により

4 4

中立的な税
制の構築」（資産の次世代（若年層）
への早期移転の促進）※に関する相続
税制の改正が行われました。具体的
な改正事項として、相続時精算課税
に係る基礎控除の創設など、一定の
範囲において相続税と贈与税の一体
的課税制度の構築が一歩進められま
した。
　※�　通例、相続税よりも税負担が

高くなる生前贈与による資産の移
転に係る贈与税の負担と相続開
始に伴う相続による資産の移転
に係る相続税の負担の差を可能
な限り小さくする税制を指してい
ます。

　　�　以下、本書において、同税制
を「相続税・贈与税の一体的課
税制度」、又は単に「一体的課税
制度」といいます。

　この税制改正に対応して、本項
「Ⅰ」では、後述する「Ⅱ　二つの課
税制度（暦年課税制度・相続時精算
課税制度）」及び「Ⅲ　相続税の課税
価格への加算」において個別具体的
に触れる贈与税の❶暦年課税制度と
❷相続時精算課税制度に関する導入
事項として、贈与税の課税制度に関
する全体的な概説を行っています。

　無論、贈与税の課税関係は、相続
税法９条に基づく「その他の経済的
利益の享受」に関するみなし贈与課
税の問題など、数多くの個別的な
様々な検討課題がありますが、本書
では、そのような個別的な論点には触
れずに、贈与税の二つの課税制度に
焦点を当てた整理等を行っています。
　さらに、贈与税に関する税務処理
は、贈与税の問題だけで完結しない
場合があります。すなわち、その贈与
者が亡くなったことに伴って生じてく
る相続税の課税問題との関係があり、
この点も、贈与及び贈与税に関する
重要な検討課題となっていることは改
めて申し上げるまでもありません。
　令和５年度税制改正による相続税
制の改正は、相続税と贈与税との一
体的な関係が従来よりも強くなってき
たことから、本書においても、後掲
「Ⅳ　実践に向けて」として個別の
項を設け、一体的課税制度を踏まえ
た実践的対応に向けた基本的な整理
等を行っています。
　以上のような問題意識による整理
等の前提として、本項「Ⅰ」では贈与
税そのものの全体像、意義、所得税
との関係などについて、次の四つの項
目によって解説しています。また、令
和５年度税制改正における一体的課

◇本項の構成◇

税制度関係の改正のあらましを取りま
とめています。
１　贈与税の課税場面…Ｑ１
２　贈与税の意義（課税根拠）…Ｑ２
３　贈与税の課税体系（全体像）
　…Ｑ３
４　贈与税の関係条文（規定構成）
　…Ｑ４
【令和５年度税制改正のあらまし（相
続税・贈与税の一体的課税制度の構
築関係）】
　なお、例えば、Ｑ１では、個人が受
ける贈与について、やや観念的な解
説になりますが、条文の位置づけなど
の点に言及しています。その理由は、
令和５年度税制改正に向けた政府税

制調査会などにおける議論の結果、
相続税の課税方式を巡る論点ととも
に、中期的な検討課題として残され
た相続税と贈与税の課税のあり方に
通じる検討課題であるという問題意
識によるものです。もとより、相続税
の課税に関しても所得税の課税と密
接な関係があり、「贈与」という切り
口によって両者の条文構成に言及し
ています。
　また、Ｑ２では、贈与税の課税に
は、通例、親族間における贈与が課
税対象になっていますが、税制として
は、第三者間における贈与も贈与税
の課税対象になり得る点について触
れています。
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＊本問解説の構成

項　　　　　目　　　　（頁）
１　個人に係る贈与に関する課税関係　（次頁）
　⑴　個人に対する課税　（次頁）
　⑵　条文の確認　（６）
２　「財産」の意義　（10）
　⑴　経済的価値のあるすべてのもの（10）
　⑵　価額算定　（10）
３　みなし規定　（11）
　⑴　みなし贈与　（11）
　⑵　みなし相続・遺贈　（12）

⑴�　贈与税は、個人から個人に対する財産の贈与について、その
贈与を受けた個人（受贈者）に対して年分課税方式によって課
される税金（国税）です。
⑵�　さらに、財産の低額譲受け・債務免除など「みなし贈与」に
対しても課されます。

Answer

Question1 贈与税の課税場面

　贈与税は、どのような場合に課税されるのですか？

【要点】
⒜�　相続税法における贈与（税）の位置づけ（所得税・法人税
との関係）
⒝�　その当事者（贈与者・受贈者）が「個人」であること（個
人間における贈与であること）
⒞　財産の意義
⒟　「みなし贈与」規定

Explanation
１　個人に係る贈与に関する課税関係
　⑴　個人に対する課税 
　　�　贈与税は、個人が他の個人から財産の贈与を受けた場合

（贈与を受けたとみなされる場合を含みます）、その個人（受贈

者）を贈与税の納税義務者として課税される税金です。
　　�　具体的な課税対象は、その個人に係る贈与税の納税義務者

としての態様（区分）に応じ、課税対象となる贈与財産の範
囲が異なってきますが（その財産の所在が国内・国外財産とも
に課税されるケース（全世界財産課税）と国内財産のみが課税さ

れるケースの二つのパターンがあります）、その全体像は、
資料９ 343頁のとおりです。

　　�　具体的には、その受贈者について、㋑無制限納税義務者
（居住・非居住）、あるいは㋺制限納税義務者（居住・非居住）

としての贈与税に係る納税義務者の態様（区分）に応じ、そ
の課税財産の範囲が画されています。すなわち、その贈与税
の課税時期（財産の取得時期）において、受贈者が㋑無制限
納税義務者に該当すれば、国内及び国外財産がその課税対象
になり（全世界財産課税）、㋺制限納税義務者に該当するので
あれば、国内財産のみが課税対象になります（注１・２）。

　　�　一方、個人が、法人から財産の贈与を受けた場合は贈与税
の課税対象とならずに、所得税（一時所得など）の課税対象
になります（注３）。

　　注１�　例えば、土地の時効取得（時効の援用）については、旧所

有者が個人であっても、その取得原因が民法の時効を原因とし

ているので贈与とは異なることから、所得税の「一時所得」に

該当します（国税庁HPタックスアンサー「No.1493　土地等の

財産を時効の援用により取得したとき」参照）。


